令和８年度第１回　品川区福祉オンブズマン制度導入検討委員会　議事要旨
	
〇日　　時：令和８年７月２日（木）午前１０時から１１時５０分
〇会　　場：荏原第五区民集会所　第一会議室
〇出席委員：北本佳子（委員長）、大胡田誠（副委員長）、河邉優子（弁護士）、榎本圭介、
奥田美紀、菅野令子、崎村剛光、泰山弘幸（代理参加）、芝野諭、佐藤聡

１　区からのご挨拶
[bookmark: _Hlk214954676]（福祉部長）
　高齢者や障害者の福祉サービスを利用する一人一人の権利や尊厳を尊重し、安心して相談できる環境作りが求められている。福祉サービスに関する苦情について中立・公正な立場で利用者の権利擁護を図るとともにサービスの質の向上につなげる仕組みとして福祉オンブズマン制度の導入を検討している。他自治体の事例や区の実情を踏まえながら、本区にふさわしい制度の在り方について、委員それぞれの立場や専門的な知見から議論していただきたい。

２　検討委員会委員のご紹介
資料１に掲載されている名簿を用いて挨拶と自己紹介

３　現職オンブズマンとしての活動報告
資料２を用いて、現職の目黒区保健福祉サービス苦情調整委員である委員長より活動報告。
（委員長）
苦情調整委員は、大学教授・弁護士・社会福祉士の３名体制。面談は週１回行っている。委員一人あたり、月に１回程度、場合によっては２回程度面談を行っている。
面談は、予約が入っていない際は、苦情の申立てを受け付けることもあるが、予約制で運営している。
事務局は、制度開始時は区だったが、権利擁護センターの立ち上げとともに社会福祉協議会へ移管された。
子どもから高齢者、障害者、低所得者、保健福祉に関する各種サービスが対象。医療、訴訟、苦情調整委員に関することは対象としていない。
苦情申立ては、来所、電話、メールにより苦情申立書を記載の上行う。苦情申立書を書けない場合は事務局に来所してもらい、事務局がサポートする。
目黒区民だけでなく、目黒区民が他の区でサービスを利用する場合や区民外で目黒区のサービスを利用する場合も対象となる。
苦情申立ては、本人と代理人が行なえる。代理人からの苦情申立ては、本人の状況や意向を確認して苦情調整委員が適当と認めた場合に受け付けるものとしている。
障害等により相談室に来所できない場合は、現地を訪問し、申立てを受けることもある。
苦情申立ての流れとしては、事務局の窓口に申立書を提出することになるが、大切なのは、この前に行なわれる相談である。申立てにきて、事務局と話をして満足して帰る方がいることや申立ての対象外の相談対応があることもある。事務局には、相談対応とスクリーニングが必要。誰でも申立ての対象となるわけではない。また、申し立てをしても希望通りの結果にならない可能性が高いが、それでも申立てを行なうかを確認することもある。匿名での申立てを受け付けることもあるが、調査をすることで誰からの申立てかわかってしまう可能性が高いことを伝えると、やめる方もいる。面談までの事務局の役割が重要。
区が事務局をやっていた際は、色々な調整をしていた。しかしながら区の職員は、必ずしも社会福祉士ではないので、相談やスクリーニングが十分にできるとは限らない。現在は社会福祉協議会の権利擁護センターの社会福祉士が事務局を担当している。この窓口での相談により、問題が解決することが多い。名前がわかると嫌だという方に対応するため、調査を行わず、こういう意見がありましたということを伝える意見伝達も行なっている。本当に申し立てが必要な人かどうか見極めることが必要。
面談後は、申立てをされた側であるサービス提供事業者や行政に対し、調査実施通知書を出して調査を実施する。
調査の結果、改善の必要があると判断した場合は、改善勧告を出すが、調査結果のレベル感としては、①明らかに改善が必要な改善勧告、②少し改善が必要（申入）、③問題ないが今後のサービスの向上に向けて要望の三つにわけている。要望は、今回は改善が必要ではないが、今後このようにすれば、よりよくなるということをお伝えするもの。
　調査結果は、必ず通知する。改善勧告等を出されたサービス提供事業者や行政は、口頭による求めである場合は口頭で対応結果を報告することとし、文書による求めである場合は文書で対応結果を報告する。なお、運用については、ほぼ文書である。相手方からの回答期限は１月程度としている。相手方から回答がきたら申立人に結果通知として、このような回答があった旨を報告する。
　問題の発生から１年間を申立ての期間としているが、これは昔のことを言われても判断に窮するためである。発生した案件に対しては、１審理のみとしている。対応が不満でもう１回調べて下さいという要望に対しては、対応は不可としている。
改善勧告後、相手方から返ってくる結果については、濃淡があり、真摯に対応されているケースと充分とは言えないケースがあるため、場合によっては、書き直しを求めることもある。抽象的な表現の報告やその後どうなっているのかが気になる報告を受領した際は、１年後にフォロー調査を実施し、こういう回答があったが１年間に何をしたか、研修をすることになっているがどのような研修をしたか、の確認もしている。１年後の追跡調査もしているのでチェック力は高い。
必要なものをしっかり調査するためには、スクリーニングが大切。必要な調査に対してしっかりフォローするために、全ての案件に対して関わっているわけではなく、現場レベルで改善ができる・対応が可能な案件については、直接事務局に苦情申し立てをする前に、現場レベルでの苦情対応を求めてもらうために、申し立ての申請を戻すこともある。現場での対応を求めても埒が明かない場合等には、改めて申し立てをして頂き、受ける形になる。
なお、ケースによってではあるが、施設の入所者は相談者が特定されることで施設にいづらくなり、苦情の申立てを躊躇する場合があるが、同一の施設に複数の入所者等から申立てに関する相談がある場合には、苦情調整委員の意見表明権を行使し、その施設に対して調査を実施し、改善の必要があると判断した場合は、申し入れや勧告を出すことがある。	

４　品川区福祉オンブズマン制度導入に関する内容の検討について
事務局より資料３を用いて報告事項を説明後、協議事項について意見交換。
■（１）対象サービス等に関すること（対象者の範囲についての案）
【事務局案】
①高齢者の範囲：６５歳以上の区民および介護保険第２号被保険者（４０歳の方も対象）も含めた介護保険サービスを利用する区民
②障害者の範囲：手帳や障害支援区分の有無を問わず、身体障害、知的障害、精神障　　
害（発達障害を含む）、その他の心身の機能の障害がある者で障害及び社会的障壁
により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある者
③障害児の範囲：手帳の有無を問わず、満１８歳に満たない者で身体に障害のある児童、知的障害のある児童、精神に障害のある児童（発達障害児を含む）、治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病があるもので政令で定める障害の程度が主務大臣が定める程度である児童
【質問・意見】
・児童は難病を対象としているが、大人は難病を対象としていると資料上、読み取れ
ないので、わかりやすく伝わるようにすべき。
・障害者・障害児の範囲で手帳を持っていない対象者は何をイメージすればよいか。
⇒（事務局）これから手帳を申請するために行なう手続き（申請）に関しても　
苦情を受け付けることをイメージしていただきたい。
・介護認定前の手続き（申請）に関しても苦情を受け付けるのか。
⇒（事務局）対象とする。
・障害児の場合は、親が申立てるのか。
⇒（事務局）親が申立てることになる。
・目黒区のように低所得者や保健福祉は対象とならないのか。
⇒（事務局）まずは高齢者福祉と障害者福祉から始めていきたい。
・目黒区では、介護保険サービスを受けていない富裕層が入居する有料老人ホーム
でのケアも対象としているが、含める考えはあるのか。
⇒（事務局）検討を深めていく中で決めていきたい。

■④対象となるサービスや対応についての例
ア．通所（デイサービス）施設や入所施設で発生した苦情
イ．区（障害者支援課、高齢者福祉課等）で発生した対応に係る苦情

【事務局案】
資料に記載の例のように、サービスに関する事項全般を対象とし、事実確認をした上で必要に応じて運営の改善を促すことを対応の範囲としたい。
【質問・意見】
・障害を理由に保育園の入園を断られた、教育委員会で発生した障害を理由に求め
た対応をやってくれない等、範囲を広げる考えはあるのか。
⇒（委員長）目黒区では保育園の入園は対象としているが、教育委員会は対象とは　
していない。保健分野だと保健センター等（妊産婦や予防接種等）も対象範囲と　
なる。先ほどの事務局からの説明によれば、高齢と障害でスタートし、その後の
拡大は今後の検討であることを聞いている。
目黒区の例を説明すると、苦情調整委員に申立てをすることで優先的に
保育園に入れるというようなことはできない。あくまでも目黒区の保健福祉サービスの向上ができるよう解決の方向性を持っていくようにしている。
苦情調整委員は、決まりにしたがって入園の選考が行われているかを調べる。
調べることで、制度の改善が期待できる。一例として、申し立てにより、
障害があることによる入園選考の点数が改善された等がある。申立人に対しては、申立により、制度がこのようによくなったことを伝えるほか、申し立てで、どう改善されたかを返すようにしている。
目黒区の場合、運営当初はスクリーニングを十分に実施していなかった関係で、年間数百件の相談があった。本来は、まずは現場に言うべき苦情も寄せられたり、苦情と関係ない話が寄せられる等、運営に支障があった。スクリーニングが大切である。全ての苦情に対して、オンブズマンが全件の調査をするということではなく、既存の苦情解決システムで上手くいかないところを調査するのが役割。
除外対象のところの議論かもしれないが、弁護士としての役割とオンブズマンの役割は違う。弁護士の役割は、最後の解決までであるが、オンブズマンが対応する過程においては、言った・言わないという問題がたくさん出てくるものの、その真実の解決まではできない。
・区によっては、区の窓口で解決しなかった苦情に限定しているところと広く受付
をしているところがある。そこは検討の視点として持っていただきたい。
・訪問してサービス提供される居宅介護も含むものであることをわかりやすくするべき。
・苦情という表現がネガティブにとらえられるかもしれない。困り事等、もっと
いい言葉があれば検討して欲しい。
・誰かに言いたい、聞いて欲しいということでつながる場合があるが、そこは事務　
局で敷居を低くして相談対応するべき。
・虐待対応が必要な申立てである場合、適切な部署につなげる必要がある。
・結論としては、対象を広げることを視野に入れるが、スタート時は、事務局案の
とおりに進めていくこととしていただきたい。


■（２）対象期間および申立人の検討に関すること
【事務局案】
・苦情が発生した日より１年以内
・本人と本人以外に申立てできる関係者の範囲
①本人は区民とする（福祉サービスを利用しようとする者や申立日の１年以内に
福祉サービスを利用していた者を含む）
※区民で区外サービスを利用する者を含む。
②区民の親権者または後見人
③区民の配偶者（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を
含む。）または３親等内の親族
④区民と同居している者
⑤区民の支援に関係が深い者
⑥①から⑤の者から苦情等の申立てを依頼された者
【質問・意見】
・苦情が発生した日ではわかりにくいため、「苦情が発生した出来事」からの方がわかりやすい。
・⑤の区民の支援に関係が深い者が曖昧。スクリーニングをした上でオンブズマンが適当と認めた者とした方がよい。
・目黒の例だと目黒区民でない人が目黒区のサービスを利用した場合も対象として
いる。同じように品川区の福祉サービスを使った人を対象とするべきと考えるので検討していただきたい。
⇒（事務局）区民も多く利用しているおり、サービスの向上という意味でいうと
対象に含める方向で検討するのがいいと考えられるので、議論を深めていきたい。

■（３）除外対象の検討に関すること
【事務局案】
①裁判所において係争中の事項または判決等のあった事項（理由：品川区福祉オンブズマンとしての責任の範囲を超えるため）
②行政不服審査法その他の法令により審査請求を行なっている事項または審査請求　
に対する裁決等のあった事項（理由：品川区福祉オンブズマンとしての責任の範囲を超えるため）
③品川区福祉オンブズマンの行為に関する事項（理由：品川区福祉オンブズマン事務局が対応するべきであるため）
④苦情等の申立ての原因となった事実について本人が利害を有しない事項（理由：申立ての利益がないため）
⑤虚偽の申立てまたは明らかに理由がない申立てと認められる事項（理由：申立ての利益がないため）
⑥①から⑤の事項以外にも品川区福祉オンブズマンの調査や対応が困難と認められ　
る事項

【意見】
・虚偽や理由のない申立ての判断が難しい。本当かわからない場合は、広く受け入れ　　
る方向性で検討して欲しい。
・途中まで対応しないとわからないことがあるので、虚偽とわかった時点で除外と
いう対応も検討した方がよい。
・事実が判断できないことを理由として終結することも考えられる。
・目黒区の場合、独任制のオンブズマンであるため、一人で判断できるが、複雑な問
題が最近は多いため、三人で協議することもある。一人でわからない場合は、複数　　
で相談するのもよいと思う。
・原案のとおりに進め、⑤の場合は中断や終了もあることも視野に入れる。

■（４）既存事業や制度との役割分担に関すること
【事務局案】
既存の苦情対応機関の役割はそのまま維持しつつ、追加で対応可能な機関として設置する。既存の苦情対応機関がなくなることや置き換わることではないため、混乱を生じさせないよう、以下のとおり対応する窓口の考え方を整理したので意見を聞きたい。
・品川区福祉オンブズマンに直接相談したいという希望である場合は、直接相談するのが最善であるが、苦情者が何を望んでいるのかによって、第一の相談窓口が異なる。
・施設になるべく近い立場の人に相談したいという趣旨である場合は、施設を運営
する法人の苦情受付担当者に相談するのが最善と考えている。
・品川区福祉オンブズマンの対応範囲としては、施設を運営する法人の苦情受付
[bookmark: _Hlk236672870]担当者に相談しても対応がないか不十分・不適切な場合等が考えられる。
・事業所の対応が法律や国からの通知に反するものと疑われる場合は、行政機関
（都、区）に直接相談するのが最善と考えている。品川区福祉オンブズマンの対応
範囲としては、区に相談したにも関わらず、応答がないか不十分・不適切な場合等　　
が考えられる。
【質問・意見】
・第一の相談窓口でも解決に至らない場合にオンブズマンが対応するという整理が望ましい。
・目黒区だと保育園・学童も対象としており、子どもの権利擁護の委員は別にいる。品川区に子どもの権利擁護委員がいる場合、受け付けた案件を苦情調整委員に持ってくる事例がある。あるのであれば制度を作る前にすり合わせが必要。
⇒（委員）記憶が正しいかわからないが、児童相談所が移管されている関係で子ども
の権利擁護委員が設置されている可能性がある。
・社会福祉協議会は、権利擁護の対応を行なっているのか。
⇒（委員）成年後見センターに窓口を置いており、そこで一括して受けている。社会福祉協議会の中には苦情の解決規程があり、責任者や担当者が対応することになっている。また、障害者関係の施設の中には、苦情の窓口があり、対応をしている。
苦情の発生は、年に数回程度である。
・制度ができた際の窓口は、どこの部署を想定しているのか。
⇒（事務局）スクリーニングも含めて福祉計画課が行うことを想定している。
・窓口と各所管との関係は、どのようになるのか。独立性を持たせることが大切。
⇒（事務局）品川区福祉オンブズマンに関することは、福祉計画課で受けて
オンブズマンにつなげる。調整が必要な場合に庁内調整を行なう。

■（５）受付や窓口の検討に関すること
①現状（説明）
ア．苦情対応窓口について
【事務局からの説明】
品川区福祉オンブズマンが窓口に常駐することについて、事務局案としては、週に１回半日程度からスタートすることを考えている。制度開始時に予約制を導入するべきかどうか意見をお聞きしたい。なお、品川区福祉オンブズマンが不在の際は、事務局である福祉計画課が対応することを想定している。
受付から対応までの流れの案を説明する。①苦情の申立てを作成していただく。②苦情の申立てを提出していただく。電子申請、窓口、郵送で受け付ける。③事務局である福祉計画課で内容を確認する。このあたりがスクリーニングに相当する部分で、除外事由の確認や他に適切な窓口がある場合の紹介等を行う。④事務局から品川区福祉オンブズマンに苦情申立書を送付する。ここまでが事務局の動きである。⑤以降が品川区福祉オンブズマンの役割となり、内容確認後、調査開始となる。対応の結果を知らせるまでの期間としては、品川区福祉オンブズマンに到達してから４５日以内に結果を知らせることを想定している。⑥品川区福祉オンブズマンは、福祉サービスを提供する事業者や区に事実確認を行ない、調査を実施する。⑦調査の結果、品川区福祉オンブズマンから事務局を経由して相手に対して改善勧告や申し入れを行なう。
【意見・質問】
・申立ての作成がハードルとなる。サポートを手厚く行っていただきたい。
・口頭での申立ても受け付けるのがいいと思う。
⇒（委員長）目黒区では口頭での申立ても文書化して対応している。
・その場で文書で書くことが難しい方には、聞き取りにより文書で書いて、それを読　
み、サインをいただくということでよいと思う。
・４５日以内に結果を知らせることについて、最終結果を想定しているのか。事案に
よっては厳しいのではないか。
⇒（委員長）目黒区でも４５日で厳しいことがあり、４５日で対応できない時
には、途中で申立人に連絡し、事情を説明の上、了承をいただくこととしている。　
・オンブズマンが単独で対応するのみならず、場合によっては、複数人で対応した方　　
がいい場合があると思う。
・結果については、勧告だけでなく、意見表明も含めて様々な選択肢がある方がよい
と思う。
・福祉オンブズマンがいない場合は事務局が対応する旨の説明があったが、スクリーニングをすることを考えると、直接オンブズマンにいくルートは無い方がいいのではないか。事務局を通して福祉オンブズマンにつながる方がいいと思う。
⇒（委員長）目黒区においては、まずは事務局に行っていただく。事務局ではスク　
リーニングや面談日の日程調整を行なっており、そこから苦情調整委員の予約が入っておらず、空いていれば、そのまま申立てをすることもあるものの、その場での申し立てについて躊躇する方が多い。対応期限のスタートは、オンブズマンとの面談日としないと期限内での対応は難しい。
・特定のオンブズマンを指名したいという方はいらっしゃるのか。
⇒（委員長）指名したい方はいないが、法律が関わっていたり、事業者側が弁護士
に相談しているため、弁護士のオンブズマンに相談したいというケースがある。
こういった場合には、１カ月先であっても弁護士のオンブズマンを希望する。
・面談について、１回面談したが、再度面談したいという要望には対応をするのか。
⇒（委員長）基本的には面談は１回としている。
・事前予約が必要か、当日も可能かということについて、スクリーニング機能を充実
させようということを考えると、当日申し立てて、ある程度事務局でスクリーニングして福祉オンブズマンが空いていれば、相談を受けるのか。
⇒（委員長）最近はほとんど当日の対応がないが、事前予約の上で重要事項説明書
等の根拠資料を持参することをお願いしている。	
・事業者の報告内容が適切でない場合、目黒区では、公表できることとなっているよ　
うに思えるが、実際に公表された事例はあるのか。
⇒（委員長）目黒区の場合、公表するのは、調査・勧告に応じない場合であるが、実際に公表したのは１件のみ。また年に１回区長に報告書を渡している。これを福祉関係の施設、民生委員、関連所管にも配布している。実効性はあるものと考えている。
・品川区は、調査に応じない場合に公表するつもりなのか。
⇒（事務局）これから検討する。
⇒（委員長）公表は抑制効果があるので検討して欲しい。
・予約制を原則として、公表についても検討することとする。

■（６）窓口の場所の検討について
【事務局案】									
福祉部は本庁舎３階に高齢者福祉課や障害者支援課がある。これらの課と福祉オンブズマンの窓口距離を置いた方が相談しやすいというニーズもあるものと認識している。案１は福祉部内の窓口にスペースを設ける。案２は区役所内のどこか、例えば区民相談室の一角に間借りする、区役所内のどこかに窓口のスペースを設ける。案３は区役所以外の場所に会議室等を借りて窓口スペースを設ける。
【質問・意見】
・目黒区では本庁舎の別館７階にある。所管とは別の建物である。所管に対しての苦　
情もあるので、わからない方がいい。場所や他の人に声が聞こえないということも意識している。
・一長一短あるが、通りかかって見えてしまうことは避けるべき。対象が高齢者や障
害者であることを考えると不便な場所だと行くことのハードルが高くなってしま　
う。そう考えると区役所内のどこか目立たないところがよく案２がいいと思う。
・目黒区の場合、件数は多くないが、やむをえない場合は、アウトリーチしている。
必ず来ていただくこととするのか検討する必要がある。重度障害の方等が対象として考えられる。
・（オブザーバー【戦略広報課】）区民相談室を所管している立場より、現在の状況を説明すると、日々、相談を受け付けており、個別のブースになってはいるが、防音に課題がある。相談の際には、自分の事案に集中していることから周りのことが気にならなくなるが、実態として声は少し聞こえてしまうことに留意していただきたい。
・３年後に庁舎が新しくなるが、その時には、防音に配慮した相談室が使えるように　
なるのではないか。今の区民相談室だと車いすでは入りにくい。今後に向けては検討が必要。
・２案を中心に検討し、ここでなければならないということではないので、よりよい
場所を探すよう検討して欲しい。

■（７）求められる人材に関すること
【事務局案】
品川区福祉オンブズマンは非常勤の特別職の公務員として区長が任用する予定。兼業禁止ではないため、現在別の職業に従事している方がその業務を続けながら、品川区福祉オンブズマンに従事できる。また、行政機関が実施する各種協議会や委員の他、各種の団体に所属しての活動についても行うことができる。
品川区福祉オンブズマンに求められているのは、専門的な知見と苦情申立者の意思をくみ取ることができる理解力。専門的な知見は、職業やキャリアにより確認することができ、理解力は、これまでの経験等により、確認できると考えている。これらの能力やバランス感覚のある人材が適任と考えているが、その他に考慮するべき事項があればご意見をいただきたい。
【意見】
・区民や行政サイドからこういう人に就任してほしいという要望があれば挙げていただきたい。
・大学教授や弁護士、社会福祉士のように、違う分野の人を組み合わせる方がいい。福祉オンブズマンは独任制を想定しているようだが、協議する場合もあるので、違う視点がもてる人がいいと思う。高齢者や障害者の場合、自分の意思を伝えることが苦手な人がいる。根気よく話を聞くことができるという面において、経験値のある方が適している。		
・任期については、例えば２年となった際に更新ができるのか。
⇒（事務局）できることを想定している。

■その他の意見等
・制度の名称であるが、品川区福祉オンブズマン制度という名称で決まったのか、継　
続して検討していただきたい。
⇒（事務局）制度としてオンブズマンという名称を使用するかどうかは、まだ　
決まっておらず、条例を制定する上では今後検討する。	

■事務局より今後の制度の検討についての説明
本検討委員会を通じて得られた意見や結論をもとに、事務局にて制度の案を構築する作業に移る。次回の検討委員会は９月を予定しており、区のホームページで案内する旨を説明し、閉会した。	
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